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別添１ 

 
2008年 1月 8日 

 
『「環境社会配慮のための国際協力銀行ガイドライン」に係る実施状況確認調査』 

（国際協力銀行 平成 19年 11月公表）についてのコメント 
 
I. 概要 
 
1． 国際協力銀行（以下 JBIC）は、2007 年 11 月 29 日『「環境社会配慮のための国際協力銀
行ガイドライン」（以下ガイドライン）に係る実施状況確認調査報告書』（以下、報告書）

を発表した。ガイドライン改訂に関する検討を行うための基礎資料を作成するという本

調査の趣旨に鑑みれば、ガイドラインの目的である（1）プロジェクト実施主体に対して
適切な環境社会配慮の実施を促進すること、（2）JBIC による環境社会配慮確認における
透明性・予測可能性・アカウンタビリティが保たれていること――の 2 点について、そ
の達成状況を評価する努力を行うべきであったと考えられる。しかしながら、本報告書

においては、これらの 2点の評価という意味では極めて不十分である。 
また、ガイドラインの個々の要求事項の達成状況を評価においても、報告書に示された

調査範囲は狭く、調査手法が不明確・不十分であり、そしてとりわけ、その調査内容や

分析が極めて表面的なものに留まっている。ガイドラインの効果や実施に当たっての課

題について評価や分析は特段記述されておらず、それに基づく勧告は行われていない。 
一方で、限定的ながら記述されている環境レビュー結果からは、住民協議や環境アセス

メント（EIA）報告書の公開についてガイドライン不遵守の可能性も読み取れる。 
 
2． JBIC の環境ガイドラインを特徴づけているのは、融資対象プロジェクトに求められる環
境社会配慮に関する各種の規定、たとえば幅広い調査・検討項目、代替案の検討1、早期

からの住民協議およびその結果のプロジェクトへの反映2、社会的弱者への配慮、非自発

的住民移転および生計手段喪失に関する規定3などであり、さらに、これらに基づく環境

レビューの結果の意思決定への反映である。これらは当該ガイドラインが、国際的にも

高く評価されている所以である。しかし、本報告書では、これらの規定に関する評価は

行われていない。JBICが審査段階、融資決定段階にこれらの点につきどのように確認し、

                                                      
1 「プロジェクトを実施するにあたっては、その計画段階で、プロジェクトがもたらす環境への影響に
ついて、できる限り早期から、調査・検討を行い、これを回避・最小化するような代替案や緩和策を

検討し、その結果をプロジェクト計画に反映しなければならない。」［第２部１．（基本的事項）］ 
「プロジェクトによる望ましくない影響を回避し、最小限に抑え、環境社会配慮上よりよい案を選択

するため、複数の代替案が検討されていなければならない。」［第２部１．（対策の検討）］など。 
2 「特に、環境に与える影響が大きいと考えられるプロジェクトについては、プロジェクト計画の代替
案を検討するような早期の段階から、情報が公開された上で、地域住民等のステークホルダーとの十

分な協議を経て、その結果がプロジェクト内容に反映されていることが必要である」［第２部１．（社

会的合意および社会影響）］など。 
3 「プロジェクト実施主体者等は、移転住民が以前の生活水準や収入機会、生産水準において改善また
は少なくとも回復できるように努めなければならない。」［第２部１．（非自発的住民移転）］など。 
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プロジェクト側に何を働きかけたのか、何をもって融資を是としたのかの記述はなく、

その結果は妥当であったのかについての記述は全くない。 
 
3． JBICが行内で行う手続きの実施状況についての記述は表面的である。 
たとえば、スクリーニング／カテゴリ分類の実施状況に関して、日付の記載の有無など

の記載状況についての調査が行われているが、内容の適切さについての評価は一切行わ

れていない。 
環境レビューについても、具体的に環境審査として何が確認されたかについての情報が

欠落しており、影響住民や NGO等からの指摘などについては一切触れられていない。環
境レビューの結果については p.22 以降に限定的ながら影響項目ごと／セクターごとにま
とめられており、他と比して評価できる部分であるが、これについてもその妥当性の判

断のもととなる情報が示されていないため、JBIC が「問題がない」ことを説明するため
の事業者側からの説明をくりかえしているだけではないかという疑念が払拭できない。 

 
4． 意思決定への反映に関する調査は極めて形式的である。調査者は機械的に限定的な項目
につき融資契約への記載の有無を確認したに過ぎない。意思決定に先立ち何が行われた

のか、プロジェクト実施主体者への働きかけや、融資等を見送った案件があったかにつ

いては記述がない。 
 
5． 報告書によれば、カテゴリ A 案件のうち、少なくとも１件についてはステークホルダー
への説明が実施されておらず、3件については EIAが公開されていない。それにも関わら
ず環境ガイドラインを満たしていると JBICが判断した理由については不明である。 

 
II. 調査手法が不明確・不十分である 
 
6． JBICが実施したガイドライン実施状況確認の手法は、「提出された資料をもとに」実施し
ていると記述されている（p.1）。記載漏れの確認以外は、基本的には文献調査であると思
われる。報告書を読む限り、他機関において行われている行内担当者、審査実施者、事

業実施主体、外部専門家、影響住民、NGOへのヒアリングやアンケート、事例調査は JBIC
調査においては一切行われていない。 

 
7． 調査実施期間、調査 TOR、調査実施者が明らかでない。 
 
8． 他機関の同種の調査と比較すると JBIC 調査の手法の不十分さがより明らかになってく

る（別表）。 
国際金融公社（IFC）が 2003年 1月に発表した “A Review of IFC’s Safeguard Policies”で
は、文献調査に加え、事例調査（25事例、現地訪問、被影響住民、NGO等へのヒアリ
ングなど）、ワークショップ（5 回）、パブリックコメント、内部調査（247 人のスタッ
フへのアンケート含む）が行われている。 
ADBがの業務評価局が実施したADBセーフガード政策に関する一連の独立調査におい
ては、文献調査に加え、事例調査（インド、中国、フィリピン、ベトナムにおいて延べ
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43件について現地訪問、被影響住民、NGO等へのヒアリングなど）、アンケート調査（ス
タッフ及び実施機関）、インタビュー調査（ADB スタッフ）、パブリックコメントなど
を行っている。 

 
III. 調査範囲が限定的 
 
9． 報告書においては、環境ガイドライン上の重要な要件である下記についての調査及び評

価が行われていない。 
（ガイドライン第１部に関連する事項） 

1) 第三者等から環境社会配慮が十分でないなどの具体的指摘があった場合における JBIC
の対応状況（ガイドライン第 1部 4（4）、ガイドライン第 1部 5（1）） 

2) モニタリングにおいて、プロジェクト実施主体者の対応が不適当であるとして、JBIC
側の措置が検討された事例、その検討結果（同） 

（ガイドライン第２部に関連する事項） 
3) 環境社会影響を回避・最小化するような代替案・緩和策の検討（基本的事項、対策の
検討） 

4) 影響が重大なプロジェクトにおける専門家委員会等の設置（基本的事項） 
5) 検討されるべき影響のスコープ（検討する影響のスコープ） 
6) 影響の大きいプロジェクトにおける情報公開・協議の実施（社会的合意及び社会影響） 
7) 社会的弱者に対する適切な配慮（社会的合意及び社会影響） 
8) 非自発的住民移転及び生計手段の喪失を回避、最小化するための対策の検討（非自発
的住民移転） 

9) 住民移転に関する対策の立案、実施、モニタリングへの住民参加の促進（非自発的住
民移転） 

10) 予測困難な影響に対する対策（モニタリング） 
11) モニタリング結果のステークホルダーへの公開（モニタリング） 
12) 環境アセスメント報告書の地域の人々が理解できる言語と様式による書面の作成（第

2部 2） 
13) 環境アセスメント報告書に関する協議の実施（第 2部 2） 

 
IV. ガイドラインの効果と課題の分析が行われていない 
 
10． 報告書においては、ガイドラインの効果と限界、および実施上の課題についての評価・

分析が行われていない。本来であれば、事例調査などを通じて、ガイドラインの目的の

実現、環境社会配慮確認にかかる基本的考え方、環境社会配慮確認手続きや情報公開と

して掲げられた事項の妥当性に関する事例に基づく評価と分析を通じて、ガイドライン

自体の効果と限界、実施面での課題を明らかにすべきであったと考えられる。 
なお、IFC、ADBの同種の調査においては、別表に示すとおり、セーフガード政策の効
果、課題を導き出すような調査内容となっている。 
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V. 意思決定への反映に関する評価は極めて形式的 
 
11． 意思決定への反映に関する調査は極めて形式的である。ガイドラインの「環境レビュー

の結果、適切な環境社会配慮が確保されないと判断した場合は、適切な環境社会配慮が

なされるよう、借入人を通じ、プロジェクト実施主体者に働きかける。」「適切な環境社

会配慮がなされない場合には、融資等を実施しないこともありうる。」（いずれも第１部

３．(5)）といった規定の事例や評価が行われていない。意思決定に先立ち何が行われた
のか、プロジェクト実施主体者への働きかけがいかなるものであったのか、融資等を実

施しなかった案件があったかについては記述がない。 
 
12． 本調査においては、「融資契約書やそれに準ずる書類」において、①モニタリング等の

報告義務、②ステークホルダーの協議の実施、③借入人以外のプロジェクト実施主体者

及び政府等を含めた取り決め、④環境に関する契約事項に違反した場合の貸付停止等の

実施――について確認を行ったとしている（p.17）。 
 
①モニタリング等の報告義務：カテゴリごとにその記載の有無のみ記載されているが、

その内容や項目等については記載されていない。モニタリング報告については、融資契

約書等の標準仕様として、当然に盛り込まれている事項であり、内容の分析なしに記載

の有無のみの評価はそれほど意味をなさない。 
 
②ステークホルダーとの協議の実施：ガイドラインがステークホルダーとのなるべく早

期からの事前の協議とそのプロジェクトへの反映を規定していること、事前のステーク

ホルダー協議については融資契約時にはすでに終了しているプロセスであるはずであ

ることを鑑みれば、融資契約後におけるステークホルダー協議は「事後の」協議を指し

ており、融資契約後に追加の協議の実施が必要であると判断された以外の事業について

は、そもそも融資契約に盛り込むことの意味、またその協議の結果をプロジェクト計画

に反映させていくことが可能なのかについての疑問が生じてくる。よって、融資契約書

に盛り込まれたステークホルダー協議の実施についての分析は、当該記載がなされた理

由、具体的な協議に関する要求事項、プロジェクト計画等への反映手法についての分析

がないと意味をなさない。 
また、融資契約書にステークホルダーの協議について記載されていなかった 5件につい
ては、JBICガイドラインの遵守や世銀の要求事項遵守について記載されており、「ステ
ークホルダーとの協議の実施と同等の意味を持っている」としているが、前述の通り、

JBIC ガイドラインや世銀のセーフガード政策の要求が、事前のステークホルダー協議
を規定し、かつ審査時にはすでにステークホルダー協議が十分行われていることを想定

していることを鑑みれば、報告書のこの記述は誤った認識に基づくものである。 
 
③借入人以外のプロジェクト実施主体者及び政府等を含めた取り決め：取り決めの内容

についての記載がないため、当該取り決めが具体的に何を指すのかが不明である。 
 
④環境に関する契約事項に違反した場合の貸付停止等の実施：融資契約書等の標準仕様
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として、当然に盛り込まれている事項であり、内容の分析なしに記載の有無のみの評価

はそれほど意味をなさない。 
 
VI. スクリーニング、カテゴリ分類の妥当性の評価が行われていない 
 
13． 報告書においては、①スクリーニングフォーム記載日付、②スクリーニングに必要な情

報の記載状況、③カテゴリ分類連絡日付、④カテゴリ分類の根拠についての調査結果が

10 ページにわたって記述されている。①、②、③については、記載漏れがあったかど
うかについての調査が行われており、④については、記載の有無また記載の分類を行っ

ている。しかし、カテゴリ分類が適切に行われたかどうか（カテゴリ Aに区分されるべ
き事業が他のカテゴリにされていないかなど）については不明のまま残されている。た

とえば下記のような事例がある。 
 

・ 2007年3月に JBICの融資承認が行われたカザフスタンのウラン鉱床開発事業は、
ウラン鉱床の開発および製造販売を行うものであるが、カテゴリ B とされてい
る。影響を及ぼしやすいセクター（鉱山開発）であり、影響を及ぼしやすい事業

の特性（地下水の汲み上げ、放射性物質を含んだ廃棄物）があるのにもかかわら

ずカテゴリ Bと判断しているその根拠が明らかでない。 
・ 2005年 2月に環境チェックレポートが公表されたチリの銅山拡張事業では、スク
リーニング・フォームによれば、追加的な 2,500haの開発を伴うのにも関わらず、
カテゴリ Bと判断されている根拠が不明である。 

 
本報告書においては、このようなカテゴリ分類に関する疑問に答えるような評価はいっ

さい行われていない。 
 
VII. 環境レビューの内容に関する評価が行われていない 
 
（調査、検討項目、環境チェックレポートの記載） 
14． 環境レビューの調査・検討項目が十分であったのか、住民・NGO 等から提起された問

題が検討されたか、環境チェックレポート等の記載によりアカウンタビリティが確保さ

れているかなどに関する評価が行われていない。 
 
なお、JBIC が公表している環境チェックレポートからは、たとえば下記のような疑問
が提起される。 

・ アラスカ金鉱山開発事業：年 277千 m3の地下水くみ上げ、大量の鉱山廃棄物／
テーリングが生じるはずであるが、2004年 10月 19日付けで公表された環境チェ
ックレポートにはその影響および対応については記述されていない。 

・ ペルー・アレキバ州における銅鉱山開発プロジェクト（セロ・ベルデ鉱山におけ

るプライマリサルファイドプロジェクト）：スクリーニング・フォームには、国

内法・国際条約等において保護が必要とされる貴重種の生息地、考古学的・歴史
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的・文化的に固有の価値を有する地域において実施され、尾鉱ダムの建設および

年間 250 万 m3の地下水のくみ上げを必要とする事業であること記載されている

が、2005年 9月 30日付けで公表されている環境チェックレポートにおいては、
これらの影響及び対応について記載がない。 

・ ベトナムのハイフォン市における火力発電所建設事業においては、スクリーニン

グ・フォームによれば事業により 179 世帯の住民移転が発生するが、2006 年 2
月 6 日に公開された環境チェックレポートにおいては、「適切な配慮がなされる
ことが確認されている」とのみ記され、「適切な配慮」が何を指すのか、具体的

な記述がない。さらにスクリーニング・フォームによれば本事業においては EIA
が 1999年に承認されているが、ベトナムにおいては当時においては EIAの作成
時に EIA の公開や現地住民との協議が行われないことも多かったことを鑑みる
と、本事業においての対応について疑念が残るにもかかわらず、これらの点につ

いては環境チェックレポートにおける記述は無い。 

 
（環境影響評価（EIA）） 
15． 本報告書においては、EIAの作成状況については記載されているが、JBICガイドライン

が規定する EIAの要求に沿ったものであるか、その調査項目・内容・検討が十分である
か、作成プロセスが妥当であるか、事業計画に反映されているかについては全く評価が

行われていない。 
たとえば、世界銀行の環境評価レビューによれば、EIAプロセスは、代替案の検討や協
議プロセスに多くの課題を残し、EIAが早期の段階で行われないことが多く、事業設計
の改善に間に合わないことが指摘されている4。これらの課題は他の事業の EIA にも共
通するものであると考えられる。 
また、IFC “A Review of IFC’s Safeguard Policies”においても、環境評価プロセスのレビュ
ーが行われている。EIA等の質にはばらつきがあること、その理由の分析が行われてい
る5。 

                                                      
4 EIAの質の向上に関する課題については、世銀は自らのセーフガード政策の数度にわたるレビューの
中で、当初には以下のように分析及び評価を行っていた（Environment Department, Annual Review of 
Environmental Assessment 1992）。 
・ スコーピングのための簡易フィールド調査や、環境評価（EA）のための TOR（業務指示書）につ
いてより注意を払うべき。 

・ 環境評価プロセスにおける住民協議が、一般的に弱い。 
・ 事業設計及びサイトの代替案が、しばしば十分分析されていない。 
・ 環境評価が、ときにあまりに遅く実施され、主要な決定に反映されない。 
・ 緩和、モニタリング、管理計画が十分に策定されていない。 
このような分析に基づき、EIAに関する質の向上及び効果の改善のため、世銀はガイダンスの改善や
ソースブックの作成、トレーニングの強化、融資案件の法的な枠組みの改善、カテゴリ A、B案件へ
の環境社会専門家の参加、セクター別また地域別の環境評価の活用などを行った。 
第２回目のレビューにおいては、環境評価プロセスについては多くの点において改善が見られたが、

公衆協議及び代替案検討の分野において課題が残されるとした。 
5 OP4.01に含まれるべき社会的事項の解釈にずれがあると考えられることなど。さらに、ケース・ス
タディを行った 4件については、環境影響評価文書は重要な部分について省略があったこと、あるケ
ースについては IFCの環境部局が 4回も環境評価の改善を要請したこと、あるケースでは、熱帯プラ
ンテーションを含むのに、環境評価政策が適用されていなかったことなどが記載されている。 
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（大規模非自発的住民移転） 
16． 本報告書においては「大規模非自発的住民移転」を生じる 4案件について、住民移転に

係る基本計画の有無について記述されている。しかし、これらの計画の項目・内容・検

討が十分であるか、作成プロセスが妥当であるかについては評価が行われていない。 
 
17． 住民移転に係る基本計画が現地において公開されているか、影響住民の参加を得ている

か、概ねの合意が得られているかについて評価が行われていない。 
 
18． 計画のもととなる必要な社会影響調査などが実施されているか、移転住民、用地取得な

どを通じて影響を受ける住民、事業実施その他の影響により生計手段に影響を受ける住

民の把握や分析が十分であるかについてはまったく記述がない6。 
 

19． 「大規模非自発的住民移転」「住民移転に係る基本計画」の定義が不明確のままに論じ
られている。 

 
（少数民族、先住民族） 
20． A 案件（30 件）のうち、28 件はプロジェクトサイト及びその周辺に少数民族、先住民

族は存在しないとしているが、例えば河川の水質・水量変化やアクセス道路建設を通じ

た少数民族・先住民族等への影響などについて評価されているかどうか不明である。 
 
21． 「プロジェクトサイト及びその周辺に少数民族、先住民族が存在する」案件が 2件あり、

そのうちの 1件については「先住民計画を策定」と記述してあるが、その内容について
は記述がない。 

 
VIII. 現地法制度の規定の不在を不必要に強調 
 
22． 本報告は、現地法制度上の規定の有無を不必要に強調している。現地法制度の規定がな

いことが、ガイドラインの実施に当たりどのような困難をもたらし、それを解決したか

という分析を行うことには意味があるが、そのような分析は行われていない。現地法制

度の規定の不在が、ガイドラインを満たさなくてもよい言い訳のように記述されており、

ミスリーディングである。 
1) （p.12）（③カテゴリ A案件における住民移転に係る基本計画（RAP）の有無） 
「（略）残り１件については、現地法制度上、基本計画の作成を要求されていないため

住民移転計画（RAP）を作成していなかったが、（略）」 

                                                      
6 たとえば、アジア開発銀行（ADB）の業務評価局は、2006年に実施した非自発的住民移転政策の評
価を行っており、その結果、審査に際して、被影響住民数（移転を強いられる住民数、土地や資産へ

のアクセスを失う住民数）の把握が極めて甘いことを指摘している。1994年から 2006年にかけて行わ
れた事業完了報告書をレビューした結果、実際の被影響住民数は、当初見積もられていた数よりも 65％
増加していたことが明らかになった。うち、土地・資産へのアクセスを失う住民数は、当初の見積も

られた数よりも 2.5倍と増加していた。 
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2) （p.38）（5.3 地域住民への説明）「残り 13件のうち 8件は現地法制度上でステークホ
ルダーへの説明が義務付けられておらず（略）」 

3) （p.39）（5.3 地域住民への説明）「残りの 11件のうち 8件は現地法制度において情報
公開が義務づけられていないものの、（略）」 

 
IX. ガイドラインの遵守状況 
 
23． 限定的な記述であるので、本報告書のみではガイドラインの遵守状況について判断する

ことはできないが、少なくとも下記の記述については、ガイドラインの規定を満たして

いない恐れがある。それにも関わらず環境ガイドラインを満たしていると JBIC が判断
した理由については不明である 

1) 大規模非自発的住民移転を生じる案件 4件のうち、1件については住民移転計画を作成し
ていない。報告書では、「必要事項は環境レビュー時に確認済み」とされている（p.12）
が、ガイドラインの「大規模非自発的住民移転が発生するプロジェクトの場合には、住民

移転に係る基本計画等が提出されなければならない」という規定を満たしていない可能性

がある。より実質的な問題としては、JBIC が確認した「必要事項」は、被影響住民に公
開され、協議されているかという疑問も生じる7。 

2) カテゴリ A 案件のうち、少なくとも１件についてはステークホルダーへの説明が実施さ
れていない（p.12）。また、カテゴリ A案件のうち、3件については EIAが公開されてい
ない（p.13）。 
これらは、ガイドラインの「特に、環境に与える影響が大きいと考えられるプロジェクト

については、情報が公開された上で、地域住民等のステークホルダーとの十分な協議を経

て、その結果がプロジェクト内容に反映されていることが必要である。」［第２部１．（社

会的合意及び社会影響）］「環境アセスメント報告書の作成に当たり、事前に十分な情報が

公開されたうえで、地域住民等のステークホルダーと協議が行われ、協議記録等が作成さ

れていなければならない。」［第２部２．］という規定を満たさない可能性がある。 
 
X. 結論 
 
本調査は、環境ガイドラインの実施状況を確認するとともに、環境ガイドラインの改訂に関

する検討を行うための基礎資料を作成するという所定の目的を達していない。 
 

以 上 
 

                                                      
7 ガイドライン上は、「（非自発的住民移転及び生計手段の喪失は、）影響を最小化し、損失を補償する
ために、対象者との合意の上で実効性ある対策が講じられなければならない。」「非自発的住民移転及

び生計手段の喪失に係る対策の立案、実施、モニタリングには、影響を受ける人々やコミュニティー

の適切な参加が促進されていなければならない」という規定とあわせて考えれば、JBICに提出される
べき「基本計画等」は影響を受ける人々の参加を経て策定される必要があると解釈できる。しかし、

住民移転計画の内容や策定プロセスについては、他の 3案件についても不明である。 


